
・生活保護受給者等就労支援自立促進事業の拡充 

・求職者支援制度によるセーフティーネットの確保（一部再掲） 

○ 「日本再興戦略」（平成２５年６月１４日閣議決定）を踏まえ、非正規雇用労働者の生活・雇用の安定、能力

開発、処遇改善など、総合的な対策を省内横断的に推進      平成２６年度概算要求額 ２，２４８億円                                          

平成26年度概算要求における主な非正規雇用関連対策の概要 

１．希望に応じた働き方の実現 
     ４４３億円       

５．重層的なセーフティネットの強化   ６６６億円           

６．その他                         ４３７億円                       

・「多元的で安心できる働き方」の導入促進        
・フリーターなどの正規雇用化の促進 
・非正規雇用労働者のキャリアアップ支援 
・労働者派遣制度の見直し 
・パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保の推進 
・トライアル雇用奨励金などの改革・拡充 
・民間人材ビジネスの更なる活用 

・若者等の学び直し支援                    
・成長分野などで求められる人材育成の推進 
・キャリア教育等の推進        

・インターネットを活用した在職者キャリア・コンサル                                       
ティング体制の整備 
・非正規雇用労働者のキャリアアップ支援（再掲） 

・労働者派遣制度の見直し（再掲）                 

・パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保の推進（再
掲） 

・持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための
環境整備 
・非正規雇用労働者の労働条件確保・改善対策費 
・非正規雇用労働者のキャリアアップ支援（再掲）  

４．若者の活躍促進              ４０４億円  

・就職活動から職場で活躍するまでの総合的なサポート 
・フリーターなどの正規雇用化の促進（再掲） 
・若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の強化 
・民間人材ビジネスの更なる活用（再掲） 
・若者等の学び直しの支援（再掲）        
・キャリア教育等の推進（再掲） 

・インターネットを活用した在職者キャリア・コンサルティング
体制の整備（再掲）   

３．処遇の確保・改善              ２１１億円       

２．人材育成・能力開発の支援 
    １，２８７億円       


